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公立大学法人神奈川県立保健福祉大学第二期中期計画 

 

 

前文 

神奈川県立保健福祉大学(以下「大学」という。)は、平成15年４月の開学以来、「ヒューマ

ンサービス※」をミッションとして、「保健・医療・福祉の連携と総合化」「生涯にわたる継続教

育の重視」「地域社会への貢献」の三つの基本理念のもと、保健・医療・福祉分野における

総合的人材養成の拠点として、これまでの20年間に７千人を超える人材を地域社会に送り

出してきた。こうした大学の建学理念は、大学での学びを通じて卒業生に深く浸透している

だけでなく、地域社会においても高く評価されていると受け止めている。 

これまで、大学は、保健・医療・福祉に関わる広い理解をもって、それぞれの分野の連携・

協力を進めることのできる高度専門職業人の育成を目指し、平成19年には、保健福祉学研

究科(修士課程)を設置し、平成29年には、ヒューマンサービスの実践を学際的に探究する

ために、同研究科に後期課程(博士課程)を設置した。 

また、平成31年には、ヒューマンサービスというミッションを基軸に、イノベーションを担う人

材の育成を目指して、ヘルスイノベーション研究科(修士課程)を設置し、令和３年には、科

学的根拠に基づくアプローチを一層深化させるため、博士課程を設置した。 

一方、開学から20年が経過する中で、急速な高齢化の進展や少子化などに伴う社会シス

テムの変化、持続可能な社会づくりに向けたSDGsの推進、保健・医療・福祉に関わるサービ

スの高度化・複雑化、さらには感染症への対応など、大学運営を取り巻く環境は大きく変化

している。そして、18歳人口の減少に伴う大学間競争の中にあって、大学には、持続可能性

に配慮しつつ、社会の変化に柔軟に対応できる人材や、新たな社会の価値を創り出すこと

のできる人材を輩出していくことが求められている。 

このような課題に対応するためには、横須賀・川崎・横浜の３つのキャンパスがそれぞれ

の機能を活かしながら連携を強化し、県立大学として県民に貢献する役割を積極的に果た

していかなければならない。 

このため、横須賀キャンパスにおいて、ヒューマンサービスというミッションをもった、リーダ

ーやコーディネーターとなる専門人材の養成を基本に、ヒューマンサービスに関わる様々な

課題を解決するための研究を充実・発展させていく。また、川崎キャンパスにおいて、神奈

川県や関係機関等との連携により、保健・医療・福祉に関連した社会システムのイノベーショ

ンを担う高度な専門人材の育成や社会課題を解決するための研究にも一層の力を注いで

いく。さらに、横浜キャンパスにおいて、人材の専門性を高めるとともに、時代の変化に的確

に対応した継続的なリスキリングの場を提供し、保健・医療・福祉人材の実践力をさらに強化

するゲートウェイとしての機能を高めていく。 

大学は令和４年に創立20年を迎えた。この第二期中期計画は、これまで大学が積み重ね

てきた実績を基盤に、今後も県立大学としての役割を果たしていくため、長期的な展望も念

頭に置きながら、県から指示された令和６年４月１日から令和12年３月31日までの６年間に

おける第二期中期目標に基づき、その目標を達成するため策定する。 

※ 別添１ 「ヒューマンサービスについて」参照 

  

資料３
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第１  教育研究等の質の向上に関する 目標を達成する ためと る べき 措置 

１  教育に関する 目標を 達成する ためと る べき 措置 

（ １ ） 人材の育成に関する 取組み 

【１】 専門力と総合力を備えた保健・医療・福祉人材の育成 （学部）  
学部教育では、 保健・ 医療・ 福祉の分野における 県立の四年制大学と し ての意義

を踏ま え、 多領域が連携する 専門職教育によ り 、 ヒ ュ ーマン サービ ス を 実践でき る

人材及び地域において活躍でき る 人材を 育成する こ と で、質の高い専門性と 総合力

を備えたリ ーダーやコ ーディ ネータ ーを 地域社会に送り 出す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

評価指標 

1－( 1)  卒業時の学生満足度調査で、 大学教育を 通じ て DP に定める 資質・

能力を 身に着ける こ と ができ たと の評価 80％ 

1－( 2)  日本看護学教育評価機構( JABNE) によ る 看護学教育プロ グラ ム評価

を 受審し 適合 

一般社団法人リ ハビリ テーショ ン教育評価機構( JCORE) の認証評価

を 受審し 、 最高ラ ンク のＳ 評価に適合 

世界作業療法士連盟( WFOT) の認定校の審査を 受審し 認定 

1－( 3)  就職希望者就職率( 学部)  100％ 

1－( 4)  国家試験合格率 看護師 100％、 保健師 100％ 

管理栄養士 100％、 社会福祉士 75％、 精神保健福祉士 100％、  

理学療法士 100％、 作業療法士 100％ 
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【２】 保健・医療・福祉分野における質の高い専門人材の育成 

（保健福祉学研究科）  
保健福祉学研究科では、 自立し て研究に取り 組む能力、 ま た、 専門的知識や科学

的根拠を も って他職種と 連携し 、実践現場に変革を 起こ す能力を修得する ための教

育を 行う 。 さ ら に、 よ り 高度で質の高いリ ーダーと なる 人材を養成する ため、 公衆

衛生看護( 保健師) 実践コ ース ( 仮称) 及び慢性疾患看護専門看護師( CNS) コ ース ( 仮

称) の設置に向けた検討、 養護教諭・ 栄養教諭の専修免許取得のための改正し たカ

リ キュ ラ ムを運用する と と も に、子ど も 家庭福祉など社会的要請の高い人材の育成

について学部教育と 連動さ せた検討を 行う 。  

なお、 大学院全体で、 ９ 月期修了の導入を 検討する 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

評価指標 

2－( 1)  公衆衛生看護( 保健師) 実践コ ース ( 仮称) の設置に向けた検討 

慢性疾患看護専門看護師( CNS) コ ース ( 仮称) を 令和８ 年度開講に向

けて検討 

養護教諭・ 栄養教諭の専修免許取得カリ キュ ラ ムを 、 令和６ 年度に

認可申請し 、 令和７ 年度よ り 運用 

2－( 2)  国家試験合格率 助産師 100％ 

2－( 3)  大学院修了時調査でリ ーダー資質が向上し たと の評価 80％ 

2－( 4)  子ど も 家庭福祉に係る 人材育成の検討 
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【３】 新たな価値を創造するイノベーション人材の育成 

（ヘルスイノベーション研究科） 
 

ヘルス イ ノ ベーショ ン研究科( SHI ) では、 公衆衛生学を 基盤と し た専門人材教育

によ り 、 イ ノ ベーショ ンを担う マイ ンド をも っ て、 社会的課題の解決にあたる 人材

を育成する 。 ま た、 社会の変化を先取り し 、 実践につなげる アント レ プレ ナーシッ

プ教育、 社会の新たなルールづく り を 学ぶレ ギュ ラ ト リ ーサイ エン ス ( ※1) や県の

行政課題に対応し た政策立案・ 提言ス キルを醸成する 科目の一層の充実・ 強化に取

り 組むと と も に、 全学レ ベルでSHI の教育研究活動を 共有でき る ための仕組みづく

り を 進める 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 レ ギュ ラ ト リ ーサイ エンス   科学技術の成果を 人と 社会に役立てる こ と を目的に、 根拠

に基づく 的確な予測、評価、判断を行い、科学技術の成果を人と 社会と の調和の上で最も 望

ま し い姿に調整する ための科学。  
  

評価指標 

2－( 3)  大学院修了時調査でリ ーダー資質が向上し たと の評価 80％( 再掲)  

3－( 1)  公衆衛生学を基盤にイ ノ ベーショ ンマイ ンド を醸成する 科目につい

て、 中間評価ま でに科目の新設及びカリ キュ ラ ムの改編を実施し 、

充実・ 強化を図る  
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【４】 専門人材のさらなる能力高度化とリスキリングを支えるフィールドの構築 

（横浜キャンパス） 
 

実践教育セン タ ーでは、 社会環境の変化によ り 専門人材のリ ス キリ ング( ※1) の

重要性が高ま る 中で、 大学等と 連携し ながら 、 ニーズに対応し たカリ キュ ラ ムの提

供や、 専門分野を 跨いだ教育の充実を図る 。 ま た、 大学院と 連携し た科目履修生制

度の検討やオン ラ イ ンの活用など 学びやすさ を 重視し た取組みを進める と と も に、

学びの成果を評価する 仕組みづく り を 検討する 。  

さ ら に、 人生100年時代が進展する 中で、 保健・ 医療・ 福祉人材の実践力をさ ら に

強化する ゲート ウ ェ イ ( ※2) と し ての役割を総合的に果たすため、 大学全体の総合

的取組みと し て横浜キャ ンパス のさ ら なる 活用について検討する 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 リ ス キリ ング  新し い職業に就く ために、ある いは、今の職業で必要と さ れる ス キルの大

幅な変化に適応する ために、 必要なス キルを獲得する こ と 。  

※2 ゲート ウ ェ イ   入口、 玄関、 異なる 分野・ 言語・ 規格などを連携さ せる 拠点。 こ こ では、

保健・ 医療・ 福祉の専門人材が、 世代や地域の壁を超えて集い学ぶこ と のでき る 、 人と 情報

の拠点を意味する 。   

評価指標 

4－( 1)  時代の要請に適合し た課程や研修の実施 

4－( 2)  学びの成果を評価する 仕組みづく り を 検討し 、 令和７ 年度よ り 運用 

4－( 3)  横浜キャ ンパス のさ ら なる 活用について検討 
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（ ２ ） 教育内容等 

【５】 「学修者目線」への転換による学修者本位の教育の推進 
 

ヒ ュ ーマンサービス 教育の継承・ 質の向上を 図る と と も に、 保健・ 医療・ 福祉分

野のニーズの多様化や社会環境の変化、学術研究の動向に対応する ため、教育課程・

教育内容のあり 方について検討を 行い、 よ り 効果的なカリ キュ ラ ム 編成に努める 。 

ま た、 学生の主体的な学修を 促す教学マネジメ ント ( ※1) の実施に向け、 本学に

適し た導入の手法を検討し 、 必要な環境整備を 図る と と も に、 ディ プロ マポリ シー

に沿って学生が自分自身の成長を 確認し 、充実し た学びにつなげる ための仕組みづ

く り を行う 。  

さ ら に、 デジタ ル化の流れを 踏ま え、 学生のデータ 活用ス キルを 向上さ せる と と

も に、 教育研究の質の向上に向け、 最新の機器等の計画的な導入・ 更新を 含めたデ

ジタ ル技術の積極的導入を 図る 。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 教学マネジメ ント   大学がその教育目的を達成する ために行う 管理運営。 その確立に当

たっては、 学長のリ ーダーシッ プの下で、 ①三つの方針( ※2) に基づく 体系的で組織的な教

育を展開し 、学位を与える 課程( プロ グラ ム) 共通の考え方や尺度に則って成果の点検・ 評価

を行う と いう 、教育及び学修の質の向上に向けた不断の改善に取り 組むこ と 、②学生の学修

成果に関する 情報や大学全体の教育成果に関する 情報を的確に把握・ 測定し 、教育活動の見

直し 等に適切に活用する こ と 、 の２ つが必要である と さ れている 。  

※2 三つの方針  卒業認定・ 学位授与の方針( DP： ディ プロ マポリ シー) 、 教育課程編成・ 実施

の方針( CP： カリ キュ ラ ムポリ シー) 、入学者受入れの方針( AP： アド ミ ッ ショ ンポリ シー) の

総称。  

※3 ポート フォ リ オ  学生が自分の学習過程や各種の学習成果を収集・ 記録する ため、又は教

員が自ら の授業や指導と いっ た教育面ある いは研究、 サービス 活動と いう 教員個人の業績

を記録する ために作成する 文書。  

  

評価指標 

1－( 1)  卒業時の学生満足度調査で、 大学教育を 通じ て DP に定める 資質・

能力を身に着ける こ と ができ たと の評価 80％ ( 再掲)  

5－( 1)  授業評価で５ 段階中４ 以上の評価 80％ 

5－( 2)  学修成果の可視化について、 学部において既存データ のリ ス ト 化や

共有を図り 、 令和８ 年度のポート フ ォ リ オ( ※3) の導入を 目指す 
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（ ３ ） 教育の実施体制の整備 

【６】 ひとの力を高める教育基盤づくり 
 

教育効果が最大限に発揮でき る よ う 適切な教員の配置を行う と と も に、よ り 優れ

た教員の確保に努める 。 現場の生の情報を学生に提供する ため、 第一線で活躍し て

いる 実践者等を 活用する 。  

ま た、 専門職の養成と いう 大学の特色や教員ニーズ、 社会環境の変化を 踏ま えた

FD( ※1) 講習会を 定期的に実施し 、 教育内容や教育方法の向上及び改善に活用する

こ と で教育の質保証につなげる と と も に、大学のミ ッ ショ ンと 基本理念の周知を 図

り 、 その浸透に努める 。  

さ ら に、 教学マネジメ ント に関わる データ の収集・ 分析を 通じ た課題の把握と 対

応など 、 教学I R( ※2) の推進を 図る と と も に、 学生の快適な学びの場と し て大学施

設等の計画的な整備と 適切な維持管理を 行う 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 FD  Facul t y Devel opment の略。 教員が授業内容・ 方法を改善し 向上さ せる ための組織的

な取組の総称。 SDは St af f  Devel opment の略で、 職員が実施する も の。  

※2 教学 I R  高等教育機関が自機関に関する 情報の一元的な収集、 調査及び分析を実施する

機能。教育や研究に関する 様々なこ と についての計画立案、政策形成、意思決定を円滑に行

う こ と を支援する ための情報提供を 目的と する 。 I R は I nst i t ut i onal  Research の略。  

評価指標 

6－( 1)  FD研修実施回数 72 回 

6－( 2)  教学 I Rを 推進する ため、 令和８ 年度を 目指し て情報の収集・ 分析

を行う 体制を整備 

6－( 3)  学生満足度調査で大学施設が良好と の評価 80％ 
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（ ４ ） 学生の受入れ 

【７】 意欲ある学生の確保 
 

アド ミ ッ ショ ンセンタ ーの機能充実を 図る と と も に、本学のミ ッ ショ ンである ヒ

ュ ーマン サービ ス についての魅力発信を 通じ て、 入学者受入方針( アド ミ ッ ショ ン

ポリ シー) に沿っ た、 よ り 多様で優秀な学生を獲得する 。  

学部については、 新学習指導要領に対応し た入学者選抜を 実施する と と も に、 幅

広い受験者を募る ための入学試験のあり 方を 検討する 。 ま た、 大学に関する 全般的

な広報に併せて、 地域の中・ 高校生向けのPR事業、 オープンキャ ンパス など を 強化

する と と も に、 県内外から の受験者増を 図り 、 本県で活躍する 人材の増加につなげ

る ための広報を 積極的・ 戦略的に実施する 。  

大学院については、 生涯ベース の回遊舞台と 位置付けら れる よ う 、 社会人やグロ

ーバル人材の受入に配慮する 。  

なお、 県の保健・ 医療・ 福祉に関わる 専門人材を 育成する 本学の役割を 果たすた

め、 教育費負担の軽減について検討を 行う 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

評価指標 

7－( 1)  アド ミ ッ ショ ン センタ ーの機能強化及び計画的・ 戦略的な運営 

7－( 2)  本学受験動機と し て、「 教育内容・ 教育理念」 を選択し た学生の割

合 70％ 

7－( 3)  県の保健・ 医療・ 福祉に関わる 専門人材を育成する 本学の役割を果

たすため、 教育費負担の軽減について検討 

7－( 4)  大学 Web サイ ト へのアク セス 数 第一期実績の５ ％増 
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２  学生への支援に関する 目標を達成する ためと る べき 措置 

【８】 充実した学生生活に向けた支援 
 

学生が安心し て充実し た学生生活を 送る こ と ができ る よ う 、ク ラ ス 担任制やチュ

ータ ー制等の活用によ り 、 き め細かい支援を行う と と も に、 学生の多様化を踏ま え

た相談支援体制の充実について検討を 行う 。 経済的支援と し て、 奨学金・ 修学資金

など の制度について、 積極的に周知を図る と と も に、 必要に応じ て授業料減免制度

も 活用する 。  

ま た、学内外の活動における 学生交流なら びに地域住民と の交流を支援する と と

も に、学生によ る 地域貢献活動やSDGsに沿っ た取組みについて成果報告や表彰など

成果の発信に努める 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

評価指標 

8－( 1)  現状の支援体制の評価を行い、 学生のニーズに応じ た支援体制を具

体的に検討 

8－( 2)  学生満足度調査で相談・ 助言・ 支援が良好と の評価 80％ 

8－( 3)  学生満足度調査で課外活動を 含む学生生活の満足度について良好と

の評価 80％ 
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【９】 社会への適応力を育て、新たな活躍分野を拓くキャリア支援 
 

卒業時の進路状況調査等の情報を進路支援に活用する と と も に、県内への専門人

材の定着を 促すため、 県内就職先に関する 情報を 集約する ための体制を 整備し 、 病

院・ 施設等によ る 学内説明会やガイ ダンス など を 充実さ せる 。  

ま た、 保健・ 医療・ 福祉の分野で専門人材の活躍の場を広げる ための情報収集・

提供や、 そのための知識を習得する ための講座の開催、 アン ト レ プレ ナーシッ プ教

育を 充実さ せる と と も に、 イ ノ ベーショ ン創出の意欲のある 学生に対し て、 そのチ

ャ レ ンジを 支援する 。  

さ ら に、 専門人材が大学を 学びのベース キャ ンプと し て位置づけ、 ラ イ フ サイ ク

ルの中で、ネッ ト ワ ーク の形成や学びなおし など 自ら のキャ リ アの課題解決に大学

を活用する ための仕組みづく り を 進める 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【１０】 国際的な学生交流の推進 
 

海外のアカデミ ア、 留学生、 地域で暮ら す外国人等と の交流に、 学生の主体的な

参画を促すこ と で、 国際社会において活躍でき る 人材の育成を 支援する 。 ま た、 保

健・ 医療・ 福祉の分野における 人材育成を通じ てアジアを中心と し た国際社会と の

連携強化に資する ため、 経済的な支援も 含めた優秀な留学生の確保を 図る 。  

 

 

 

 

 

 

  

評価指標 

1－( 3)  就職希望者就職率( 学部) 100％ ( 再掲)  

9－( 1)  県内就職率( 学部)  第一期実績の５ ％増 

9－( 2)  アント レ プレ ナーシッ プ推進体制を整備し 、 中間評価ま でにス タ ー

ト アッ プ支援体制を具体化 

9－( 3)  令和７ 年度を目指し てヒ ュ ーマンサービ ス センタ ーにおける 卒業生

と 大学の相互交流機能の充実強化を図る  

評価指標 

10－( 1)  学生が参加し た国際交流 40 回( 計画期間累計)  

10－( 2)  留学生の受け入れ 18 人( 計画期間累計)  
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３  研究に関する 目標を 達成する ためと る べき 措置 

【１１】 保健・医療・福祉等の分野における研究活動の推進 
 

保健・ 医療・ 福祉等の分野における 横断的な連携研究を推進し 、 研究水準の向上

を図る と と も に、 学会等における 積極的な研究成果発表や、 学術雑誌・ 専門誌での

積極的な論文発表を推進する 。  

ま た、 質の高い研究活動を 推進する ため、 研究成果に対する 知的財産権の確保な

ど 研究活動を支援する と と も に、科学研究費助成事業など 外部資金獲得のための支

援体制を 整備する 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

【１２】 県・市町村の課題解決につながる研究の推進 
 

県立大学と し ての特性を 活かし 、 県や市町村の課題解決に向け、 企業や他の大学

等と の共創も 含めた地域と の連携協働によ る 研究を 推進し 、社会のニーズに係る 実

践的な研究成果を 県民に提供する 。  

ま た、 未病の改善など 人生100年時代に向けて重要と なる 新たな学問分野を 構築

し 、 健康寿命の延伸等、 県民のQOLの向上に寄与する 政策立案・ 提言を 行う と と も

に、 研究成果の社会実装を 推進する 。  

特に、県の感染症等に対する 対応力の強化に資する ための研究活動に取り 組むと

と も に、 当事者目線を 尊重し た介護・ 障がい福祉・ 子ど も 施策等にかかる 実践的な

研究を推進する 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 URA  大学等において、 研究者と と も に研究活動の企画・ マネジメ ント 、 研究成果活用促

進を行う こ と によ り 、研究者の研究活動の活性化や研究開発マネジメ ント の強化等を支える

業務に従事する 人材。  

評価指標 

11－( 1)  原著論文数が 1, 100 件以上( 計画期間累計)  

11－( 2)  英文論文数が 800 件以上( 計画期間累計)  

11－( 3)  URA( ※1) 等によ る 研究支援の相談窓口の体制整備 

評価指標 

12－( 1)  公共公的機関・ 企業など と 協働し て行う 研究事業の協定・ 覚書の

件数５ 件( 計画期間累計)  

12－( 2)  県・ 市町村と 協働し た研究活動 18 件( 計画期間累計)  

12－( 3)  県行政に係る 政策立案・ 政策提言 18 件( 計画期間累計)  
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４  社会貢献に関する 目標を 達成する ためと る べき 措置 

( １ ) 地域貢献 

【１３】 地域における「知と人材の拠点」としての価値創造 
 

地域社会に質の高い専門人材を 送り 出すと と も に、 公開講座やシンポジウ ム、 専

門職を対象と し た講座、学内実習ス テーショ ンなど 大学の教育研究資源を 活用し た

地域貢献を 行い、 ヒ ュ ーマンサービス の実現に努める 。  

ま た、 地域包括ケアシス テムの実践など 地域が抱える 保健・ 医療・ 福祉に関する

課題や、県が対応を 必要と する 未病改善や次世代社会の課題などの解決に資する 研

究に取り 組み、 その知見や成果を 県や地域に提供する 。  

さ ら に、 地域の中・ 高校生に対する 講座や模擬授業を 実施する など、 大学の有す

る 知識、見識及び教育力を生かし 、中・ 高校生に専門的、発展的な教育を 提供する 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

( ２ ) 産学官連携・ 国際協働 

【１４】 企業等と連携した県民の課題解決 
 

保健・ 医療・ 福祉の専門職団体と の関係を強化し 、技術や情報を共有する こ と で、

最適なヒ ュ ーマンサービス を 提供でき る よ う 取り 組む。 ま た、 最先端企業や研究機

関と 連携し た教育や研究を 実施し 、 ヘルス ケアにおける 技術や産業、 政策のイ ノ ベ

ーショ ンを 牽引する こ と で、 専門職の活躍分野の拡張を促す。 さ ら に、 企業や行政

機関等と の共同研究の支援体制の整備を 進める こ と で、研究成果の社会実装を 図り 、

県に対し てその知見や成果を 提供する 。  

 

 

 

 

  

評価指標 

13－( 1)  学内実習ス テーショ ンの効率的・ 効果的な運営 

13－( 2)  公開講座・ 知の発信 150 回( 計画期間累計)  

13－( 3)  中・ 高校生に対する 講座等の開催 100 回( 計画期間累計)  

 

評価指標 

14－( 1)  民間企業等と 連携し た研究活動 80 件( 計画期間累計)   
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【１５】 国際的なネットワークの強化 
 
海外の保健・ 医療・ 福祉の向上への貢献を目指し 、 国際機関と の連携強化や教育

支援のための教員派遣など 国際協働・ 交流事業に取り 組む。 ま た、 海外大学等と の

学生交流や研究者と の共同研究等を実施し 、教育や研究の質の向上と 国際的なネッ

ト ワ ーク の強化を 図る 。  

 

 

 

 

 

 

第２  業務運営の改善及び効率化に関する 目標を達成する ためと る べき 措置 

１  運営体制の改善に関する 目標を 達成する ためと る べき 措置 

【１６】 社会の変化に的確に対応できるガバナンス力の強化 
 
理事長及び学長によ る 迅速かつ適切な大学運営を 行う ため、状況に応じ て適確に

組織の見直し を 行う 。 ま た、 大学運営に学外から の幅広い意見を反映さ せる ため、

理事や審議会委員等に外部委員を 登用する 。  

 

 

 

 

 

  

評価指標 

15－( 1)  国際協働・ 交流事業の実施や参加 55 件( 計画期間中)  

評価指標 

16－( 1)  組織体制の検討と 戦略的な資源配分 

16－( 2)  外部委員の継続的な登用 
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２  人事の適正化に関する 目標を達成する ためと る べき 措置 

【１７】 柔軟で弾力的な人事制度と適切な人材活用 
 

教育・ 研究の充実及び地域貢献・ 国際貢献に係る 機能の充実に向けて、 ク ロ ス ア

ポイ ント メ ン ト 制度( ※1) の活用を はじ めと し た柔軟かつ弾力的な人事制度を 運用

する と と も に、大学が求める 教員の能力を適切に評価でき る 人事評価制度を検討し 、

評価に基づく 適切な人材活用を行う 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

【１８】 事務の効率化と職員の能力向上 
 
各事務部門の権限及び責任の明確化や組織間の連携強化によ り 、業務に的確かつ

機動的に対応でき る 組織体制を整備する と と も に、事務手続き のデジタ ル化の推進、

リ モート ワ ーク やウ ェ ブ会議の活用及びペーパーレ ス 化の推進等によ り 効率的な

事務執行を 推進する 。  

さ ら に、 事務職員の専門性を高める ために研修制度の整備・ 充実を 図る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 ク ロ ス アポイ ント メ ント 制度  研究者等が大学、公的研究機関、企業の中で、二つ以上の

機関に雇用さ れつつ、 一定の管理の下で、 それぞれの機関における 役割に応じ て研究・ 開

発及び教育に従事する こ と を可能にする 制度をいう 。   

評価指標 

17－( 1)  柔軟かつ弾力的な人事制度の運用 

17－( 2)  中間評価ま でに、 よ り 客観的な教員人事評価のあり 方を 検討し 、

シス テム化が可能な部分のシス テム設計等を 開始 

評価指標 

18－( 1)  業務改善のためのデジタ ル化に向けた方針を 中間評価ま でに決定

し 、 計画期間中に本格稼働 

18－( 2)  令和６ 年度中に事務等の効率化・ 合理化達成度調査を 検討し 、 継

続的に調査を実施 

18－( 3)  望ま し い教職員像のあり 方及び「 人材育成ビ ジョ ン」 を 中間評価

ま でに策定し 、 計画期間中に、「 人材育成ビ ジョ ン」 に基づく 研修

計画を策定 
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第３  財務内容の改善に関する 目標を達成する ためと る べき 措置 

【１９】 外部資金の獲得と自己収入の確保 
 

競争的研究費の獲得に向け、科学研究費助成事業( 科研費) の申請件数の増加を 図

る と と も に、 その他の競争的研究費についても 獲得を図る 。 ま た、 国、 自治体、 企

業等から の受託研究、 共同研究について、 適切な事業評価・ リ ス ク 管理のも と 積極

的に実施する と と も に、 寄附金の受入を 促進する など 、 外部資金の導入を 図る 。  

さ ら に、大学運営に支障のない範囲で施設の有効活用によ る 貸付使用料等や、Web

サイ ト 等の広告掲載料等によ り 自己収入の確保を 図る と と も に、教職員のコ ス ト 意

識を 醸成し 、 省エネルギーや物品のリ サイ ク ル利用、 ペーパーレ ス 化など 、 事務経

費の削減に効果的な取組みを 進める 。  

 

 

 

 

 

 

 

第４  予算、 収支計画及び資金計画 

【 別添２ 】 のと おり  

 

第５  短期借入金の限度額 

１  短期借入金の限度額 

６ 億円  

 

２  想定さ れる 理由 

運営費交付金の受入遅延又は事故の発生等によ り 緊急に必要と なる 対策費と し

て借り 入れる こ と が想定さ れる ため。   

 

第６  出資等に係る 不要財産又は出資等に係る 不要財産と なる こ と が見込ま れる 財

産がある 場合には、 当該財産の処分に関する 計画 

なし  

 

第７  第６ に規定する 財産以外の重要な財産を 譲渡し 、 又は担保に供する 計画 

なし  

 

第８  剰余金の使途 

   決算において剰余金が発生し た場合は、教育研究の質の向上及び組織運営の改

善に充てる 。    

評価指標 

19－( 1)  科研費の申請件数 280 件( 計画期間累計)  

19－( 2)  科研費申請書レ ビュ ーの検討と 実施 
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第９  その他業務運営に関する 重要な目標を達成する ための措置 

【２０】 教育研究をめぐる環境の整備 
  

良好な教育研究環境を維持・ 継続する ため、 施設設備の定期的な点検を行い、 適

切な管理・ 保全のため必要な施設・ 設備改修計画を策定する と と も に、 地域住民や

地域の多様な主体と の連携強化に向け、大学運営に支障のない範囲内で一般への開

放を 積極的に進める 。  

ま た、 安全管理の取組みと し て、 事故・ 災害など 危機事案に対応する ためのマニ

ュ アルの策定及び体制の整備、学内の情報管理の適正化のための情報セキュ リ ティ

ポリ シーの見直し と 必要に応じ た改正を 行い、個人情報の保護に向けた意識啓発の

ための講習会等の開催など を 着実に進める 。  

さ ら に、 個人の尊厳の保持に係る 法令、 社会的規範、 学内規定を 遵守し 、 ハラ ス

メ ント の防止等人権啓発を 一層推進する ため、学生や教職員に対する 研修やアンケ

ート 調査を 実施する と と も に、 脱炭素社会を実現する ための取組みと し て、 省エネ

ルギーの啓発や資源のリ サイ ク ルなど を 通じ た環境に配慮し た法人運営を 展開す

る 。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 10 その他県の規則で定める 業務運営に関する 重要事項 

１  人事に関する 計画 

 第２ の２ 「 人事の適正化に関する 目標を達成する ためと る べき 措置」 に記載のと

おり  
 

２  県から の長期借入金の限度額 

なし   
 

３  積立金の処分に関する 計画 

前中期目標期間繰越積立金は、 教育研究の質の向上、 学生生活の充実及び組織運

営の改善に充てる 。  
 

４  その他法人の業務運営に関し 必要な事項  

なし  

 

 

  

評価指標 

20－( 1)  大学施設の地域開放等に対する 利用者調査の実施 ６ 回( 計画期間

累計)  

20－( 2)  個人情報保護に係る 研修等の実施 ６ 回( 計画期間累計)  

20－( 3)  人権啓発に係る 研修等の実施 18 回( 計画期間累計)  
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第 11 自ら 行う 点検及び評価並びに当該状況に係る 情報の提供に関する 目標を達成 

する ためと る べき 措置 

【２１】 適切な点検・評価と大学運営の透明性の確保 
   

教育の質保証に向け、 法人運営や教育研究活動等全般にわたり 適切な自己点検・

自己評価を 行い、 認証評価機関等によ る 第三者評価を 受審する と と も に、 大学の教

育研究活動や組織及び業務運営の継続的な改善に取り 組む。  

さ ら に、自己点検・ 評価及び第三者機関の評価結果については、報告書や大学Web

サイ ト 等によ り 公表する と と も に、 県民への説明責任を果たすため、 中期目標、 中

期計画、 財務諸表、 評価結果等の情報提供を 積極的に行う 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

評価指標 

21－( 1)  自己点検・ 自己評価の定期的な実施及び自己点検・ 自己評価結果

に基づく 課題等への継続的な対応 

21－( 2)  令和 11 年度ま でに大学機関別認証評価を受審し 、 認証を受ける  
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別添１  ヒューマンサービスについて 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ヒューマンサービス】の解釈 2023 

（ 補足）  

神奈川県立保健福祉大学には、「 ヒ ュ ーマンサービ ス 」 のミ ッ ショ ンのも と 、『 少

し おせっ かいなく ら い人に寄り 添う 』 と いう 校風があり ま す。  

保健・ 医療・ 福祉にかかる 専門資格の取得を 目指す人材の養成に加え、 保健・ 医

療・ 福祉にイ ノ ベーショ ンを 起こ す人材を養成し ていま す。 ま た、 保健・ 医療・ 福

祉の専門職が継続し て学び続けら れる 環境も 提供し ていま す。  

多種多様な専門職や専門職を目指す学生が相互に刺激し 合い、時代を 先取り し て、

専門職と し てのコ ンピ テンシー（ 専門的必須能力） を高め合っ ていま す。  

  

ヒ ュ ーマンサービス と は、 保健・ 医療・ 福祉が、 人間の直面する 多様な問題に

全人的に対応し 、 その成長発達を支援する サービ ス がそれぞれ固有の機能と 役割

を 果し ながら 、 専門間の調整を 図り 、 包括的共同目標に向けて連携と 両立可能性

を 深め、 誰れを も 排除する こ と なく 利用者主体のサービス に統合し 実践性を 孕む

理念・ 方法・ シス テムを 構築し て、 市民参加のコ ミ ュ ニティ を基盤と する 人間と

人類の幸福を 追求する 新し い文化の創造を 目指すパラ ダイ ム をいう 。  

阿部志郎 名誉学長『 ヒ ュ ーマンサービ ス の定義』 よ り

「 ヒ ュ ーマンサービス 」 の基本は「 人を 大切にする こ と 」 です。  

保健・ 医療・ 福祉の分野において、 専門職は、 対象と なる 「 その人」 から 表出

さ れる わずかなサイ ンも 見逃さ ず、 各々の専門的視点から「 その人」 を全体的に

理解し よ う と 努めま す。  

専門職は、 職業的アイ デン ティ ティ に基づき つつ、 他の専門職の専門性を 理解

する こ と で、 専門の枠を 越えて専門職同士でつながり ま す。  

専門職同士が連携をし ながら 、 あく ま でも 対象と なる 「 その人」 目線で、「 そ

の人」 の強みを 生かし 、「 その人」 のために独自のサービス を 創出し 、「 その人」

ら し く 生き ら れる よ う に調整を 図り ま す。  

「 ヒ ュ ーマンサービス 」 は、皆が多様性を 認め合い、誰も 排除さ れる こ と なく 、

人々がつながり あっ て居心地の良い社会を 作り 、人類すべての幸福を 追求し てい

く こ と によ り 、 新し い文化を生み出そう と する パラ ダイ ム（ 考え方） です。  

（ 簡潔な解釈）  

「 ヒ ュ ーマンサービス 」 は、 対象と なる 「 その人」 が「 その人」 ら し く 生き ら

れる よ う に、 専門職同士が連携し て、 誰も が大切にさ れる 社会を めざし 、 人々と

と も に幸福を 追求し ていこ う と する 考え方です。  
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別添２  第４  予算、 収支計画及び資金計画 

 

１  予算（ 人件費の見積り 含む。）  

 

令和６ 年度～令和 11 年度 予算 

（ 単位： 百万円）     

区分 金額 

収入 

 運営費交付金 

自己収入 

入学金及び授業料収入 

その他（ 雑収入）  

補助金等収入 

受託研究等・ 寄附金収入 

計 

 

15, 352 

4, 039 

4, 012 

27 

268 

1, 754 

21, 413 

支出 

業務費 

教育研究経費 

人件費 

一般管理費 

設備整備費 

受託研究・ 寄附金事業費等 

計  

 

17, 014 

2, 806 

14, 207 

2, 496 

444 

1, 460 

21, 413 

注 百万円未満を 切り 捨てし ている ため、 端数が合わないこ と がある 。   

ま た、 金額については見込みであり 、 今後、 変更する 可能性がある 。  

 

【 人件費の見積り 】  

中期目標期間中 総額１ ４ ， ２ ０ ７ 百万円を 支出する 。（ 退職手当を 含む。）  

【 運営費交付金の算定方法】   

 ( 1)  標準運営費交付金 

通常の法人運営に係る 経費を 算定し 、 その財源不足を補う も の。  

対象経費： 維持運営費、 人件費及び法人の収入によ り 経費を補えない事業費 

 ( 2)  特定運営費交付金 

年度の事情によ り 変動する 経費や、 特定の期間に限定さ れる 事業経費  

 等、 標準運営費交付金 

 対象以外の経費を 対象と し たも の。    

 対象経費： 退職手当、 大規模改修費及びその他特殊要因経費 
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２  収支計画 

 

令和６ 年度～令和 11 年度 収支計画 

（ 単位： 百万円）     

区分 金額 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

受託研究等経費 

人件費 

一般管理費 

減価償却費 

臨時損失 

 

22, 335 

18, 474 

2, 806 

1, 460 

14, 207 

2, 496 

1, 366 

0 

収入の部 

経常収益 

運営費交付金収入  

授業料収益 

入学金収益 

検定料収益 

補助金等収益 

受託研究等収益（ 寄附金含む）  

雑益 

臨時利益 

21, 413 

21, 413 

15, 352 

3, 219 

694 

99 

268 

1, 754 

27 

0 

純利益  

目的積立金取崩収入 

総利益  

△ 923 

923 

0 

注 百万円未満を 切り 捨てし ている ため、 端数が合わないこ と がある 。  

ま た、 金額については見込みであり 、 今後、 変更する 可能性がある 。  

 

  



- 21 - 
 

３  資金計画 

 

令和６ 年度～令和 11 年度 資金計画 

（ 単位： 百万円）     

区分 金額 

資金支出 

業務活動によ る 支出 

投資活動によ る 支出 

財務活動によ る 支出 

次期中期目標期間への繰越金 

21, 413 

20, 969 

444 

0 

0 

資金収入 

業務活動によ る 収入 

運営費交付金によ る 収入 

授業料及び入学検定料等収入 

補助金等収入 

受託研究等収入（ 寄附金含む）  

その他の収入 

投資活動によ る 収入  

財務活動によ る 収入  

21, 413 

21, 413 

15, 352 

4, 012 

268 

1, 754 

27 

0 

0 

注 百万円未満を 切り 捨てし ている ため、 端数が合わないこ と がある 。  

ま た、 金額については見込みであり 、 今後、 変更する 可能性がある 。  


